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　（注４）　本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。
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第１【公開買付要項】
 

１【対象者名】

ＰＧＭホールディングス株式会社

 

２【買付け等をする株券等の種類】

①　普通株式

②　新株予約権

イ　平成20年３月26日開催の対象者定時株主総会及び平成20年４月16日開催の対象者取締役会の決議に基づき発行された

第４回新株予約権（以下「第４回新株予約権」といいます。）

ロ　平成20年３月26日開催の対象者定時株主総会及び平成21年１月14日開催の対象者取締役会の決議に基づき発行された

第５回新株予約権（以下「第５回新株予約権」といいます。）

ハ　平成21年３月25日開催の対象者定時株主総会及び平成21年６月１日開催の対象者取締役会の決議に基づき発行された

第７回新株予約権（以下「第７回新株予約権」といいます。）

ニ　平成21年３月25日開催の対象者定時株主総会及び平成21年６月17日開催の対象者取締役会の決議に基づき発行された

第８回新株予約権（以下「第８回新株予約権」といい、第４回新株予約権、第５回新株予約権、第７回新株予約権及び

第８回新株予約権を総称して、以下「本新株予約権」といいます。）

③　新株予約権付社債

イ　平成19年４月12日開催の対象者取締役会の決議に基づき発行された2012年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社

債（以下「本新株予約権付社債」といいます。）

 

３【買付け等の目的】

(1）本公開買付けの概要

　当社は、平成23年10月26日開催の取締役会において、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）

市場第一部にその株式を上場している対象者を当社の連結子会社とすることを目的として、公開買付け（以下「本公開買

付け」といいます。）を行うことを決議いたしました。

　当社は、対象者の筆頭株主であるLSF Transcontinental Holdings SCA（以下「ＬＳＦ社」といいます。）との間で、平成

23年10月26日付で公開買付応募契約（以下「本応募契約」といいます。）を締結し、ＬＳＦ社が保有する対象者株式

760,000株（株式所有割合（注）60.90％）の全部について本公開買付けに応募する旨の合意をしております（その概要

については、後記「(4）公開買付者と対象者の株主との間における本公開買付けへの応募に関する合意」をご参照くださ

い。）。

　本公開買付けは、対象者を当社の連結子会社とすることを目的とするものであることから、625,243株（株式所有割合

50.10％）を下限として設定しております。したがって、応募株券等の総数が買付予定数の下限（625,243株）に満たない

場合は、応募株券等の全部の買付けを行いません。また、本公開買付けは、対象者株式の全ての取得又は上場廃止を企図す

るものではありませんが、ＬＳＦ社以外の対象者の株主の皆様に対しても売却の機会を確保するため、買付予定数の上限

を設定しておらず、応募株券等の総数が買付予定数の下限（625,243株）を上回った場合には、応募株券等の全部の買付け

等を行います（本公開買付けにより対象者株式が上場廃止となる見込み及びその事由については、後記「３．買付け等の

目的」の「(6）上場廃止となる見込み及びその事由」をご参照ください。）。

　なお、対象者公表の平成23年10月26日付「株式会社平和による当社株券等に対する公開買付けに関する賛同意見表明の

お知らせ」（以下「対象者プレスリリース」といいます。）によれば、対象者は、本公開買付けについて、リーガル・アド

バイザーとして、当社、ＬＳＦ社及び対象者から独立した東京青山・青木・狛法律事務所べーカー＆マッケンジー外国法

事務弁護士事務所（外国法共同事業）（以下「べーカー＆マッケンジー法律事務所」といいます。）を選任し、本公開買

付けの諸手続を含む取締役会の意思決定の方法・過程等について法的助言を受けながら慎重に協議、検討の上、本公開買

付けにより当社がＬＳＦ社保有の対象者普通株式を取得し、対象者が当社の連結子会社となることは、(ⅰ)短期的な投資

回収を目的としない事業会社が安定大株主となることで、長期的な視点での事業運営が可能となり、対象者の経営安定に

資すること、(ⅱ)資金調達の側面から、対象者によるゴルフ場の追加買収を通じた成長への支援が期待できること、及び

(ⅲ)対象者の経営方針及び事業計画の継続性が保てる見込みであること等に鑑みると、対象者の中長期的な企業価値の向

上に資すると判断し、平成23年10月26日開催の対象者取締役会において、本公開買付けについて賛同の意見を表明するこ

とを、審議及び決議に参加した取締役３名全員の一致により、決議したとのことです（なお、対象者によれば、対象者の取

締役は合計５名であるところ、そのうち、高松丈久氏及びヴィリリトニー氏については、後記「(5）買付け等の価格の公正

性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置」の「③　

対象者における利害関係のない取締役及び監査役全員による承認」記載の理由により、かかる対象者取締役会における本
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公開買付けに関する審議及び決議には参加しておりません。）。

　一方、対象者は、同日開催の対象者取締役会において、(ⅰ)対象者の普通株式については、(a)当社、ＬＳＦ社及び対象者か

ら独立した第三者算定機関であり、かつ関連当事者（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第17項に

定義される意味を有します。以下同じです。）に該当しないＳＭＢＣ日興証券株式会社（以下「ＳＭＢＣ日興証券」とい

います。）から取得した対象者の普通株式の株式価値の算定結果に照らせば、本公開買付けにおける対象者の普通株式に

係る買付け等の価格は、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）に基づくレンジ

の下限価格である１株当たり80,786円を上回っていないことに加え、(b)本公開買付けは対象者の普通株式の上場廃止を

企図したものではなく、対象者においても上場を維持することを希望しており、また、対象者の普通株式が東京証券取引所

の定める上場廃止基準に抵触するおそれが生じた場合、公開買付者は、立会外分売や売出し等の上場廃止の回避のための

方策について対象者と誠実に協議し検討した上で、対象者の普通株式の上場が引き続き維持されるよう最善の努力を行う

意向であることを踏まえ、対象者の普通株式についての本公開買付けに応募するか否かについては、株主の皆様のご判断

に委ねる旨を、また、(ⅱ)本新株予約権及び本新株予約権付社債についても、上記(b)と同様の理由から、本新株予約権及び

本新株予約権付社債について本公開買付けに応募するか否かについては、本新株予約権の保有者（以下「本新株予約権

者」といいます。）及び本新株予約権付社債の保有者（以下「本新株予約権付社債権者」といいます。）の皆様のご判断

に委ねる旨を、審議及び決議に参加した取締役３名全員の一致により決議をしたとのことです（なお、対象者によれば、上

記の本公開買付けについて賛同の意見を表明する旨の決議と同様の理由により、高松丈久氏及びヴィリリトニー氏につい

ては、かかる対象者取締役会における本公開買付けに関する審議及び決議には参加していないとのことです。）。また、上

記の平成23年10月26日開催の対象者取締役会には、対象者の全ての監査役３名（うち２名は社外監査役）が出席してお

り、いずれも上記の対象者の取締役会における決議事項（すなわち、本公開買付けについて、(ⅰ)賛同の意見を表明する

旨、並びに(ⅱ)対象者の普通株式、本新株予約権及び本新株予約権付社債について本公開買付けに応募するか否かは、それ

ぞれ株主、本新株予約権者及び本新株予約権付社債権者の皆様のご判断に委ねる旨の決議）について異議がない旨の意見

を述べているとのことです。

　（注）　株式所有割合は、対象者が平成23年８月11日に提出した第８期第２四半期報告書に記載された平成23年６月30日

現在の対象者の発行済株式総数（1,183,633株）に、同四半期報告書に記載された平成23年６月30日現在の第

４回新株予約権（1,500個）、第５回新株予約権（501個）、第７回新株予約権（1,000個）及び第８回新株予約

権（2,475個）の行使により発行又は移転される可能性のある対象者株式の最大数（5,476株）並びに本新株

予約権付社債の行使により発行又は移転される可能性のある対象者株式の最大数（58,881株）を加算した株

式数（1,247,990株）を分母にして計算しております（なお、小数点以下第三位を四捨五入しております。）。

但し、第７回新株予約権（1,000個）においては、公開買付期間の末日までに権利行使期間は到来いたしませ

ん。以下同じです。

 

(2）本公開買付けを実施する背景及び理由

　対象者は平成16年12月にゴルフ場の保有・運営を主たる事業とする対象者グループ会社の株式を保有する持株会社とし

て設立し、それ以降、経営破綻したゴルフ場の取得を積極的に行い、事業を拡大してまいりました。平成18年12月期末には、

保有・運営ゴルフ場数が100を超え、国内最大級のゴルフ場運営会社に成長し、安定した収益性を実現しております。また、

平成17年12月には、東京証券取引所市場第一部に上場を果たしました。

　これに対し、当社は、パチンコ機・パチスロ機の開発・製造・販売を主な内容とする遊技機事業において、エンドユー

ザーのニーズを先取りした魅力あふれる商品を市場に提供し、シェアの拡大及び業績の拡大に努めてまいりました。もと

もとパチンコ機メーカーとしてスタートした当社は、平成19年８月に開発力に優れるパチスロ機メーカーの株式会社オリ

ンピアを株式交換により完全子会社化いたしました。これにより、当社はパチンコ機及びパチスロ機の両輪を併せ持つ遊

技機メーカーへと脱皮いたしました。また、昭和63年８月に店頭公開銘柄として遊技機業界初の株式公開を果たし、平成３

年12月には、東京証券取引所にパチンコ機メーカーとして初の上場を果たしました。

　他方、近年、当社の中核事業である遊技機事業を取り巻く環境は、パチンコ参加人口の長期的な伸び悩み、パチンコホール

数の減少を背景に、市場規模が縮小している状況でありました。また、当社の業績は、パチンコ機・パチスロ機のヒット機

種の有無によって大きく変動いたします。当社は、そのような状況をうけて、新しい収益の柱と成り得る事業の構築を最重

要課題と位置付け、従来から遊技機専業メーカーから総合レジャー企業への成長の機会を探ってまいりました。

　このような状況において、当社は平成23年５月に、対象者の筆頭株主であるＬＳＦ社との間で、ＬＳＦ社の保有する対象

者株式を当社に対して譲渡することにかかる協議を開始いたしました。ＬＳＦ社は、ＬＳＦ社の保有する対象者株式をＬ

ＳＦ社の要求する水準の金額で買い付けることができる買主を選定するため、当社を含む複数の買主候補者にその譲受希

望条件等の提示を求めました。

　当社とＬＳＦ社は、ＬＳＦ社の保有する対象者株式の買取りについてその後も協議・交渉を進めてまいりましたが、平成

23年９月、ＬＳＦ社は、譲渡金額等の主要条件において最終的な公開買付応募契約を締結することができる譲渡先候補者

として当社を選定いたしました。
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　過去（平成６年）、当社はゴルフ場施設を所有しゴルフレジャー部門に進出いたしましたが、毎期損失を計上することと

なり、平成11年には撤退を余儀なくされました。そのため、単一のゴルフ場経営の難しさを十分に理解しております。他方、

対象者は現在国内最大級である120箇所を超えるゴルフ場の運営を通じて、規模のメリット等を通じた安定収益の実現の

ためのノウハウを蓄積しております。したがって、対象者を当社グループの一員として迎えることで、当社の新しい収益の

柱となる事業の確立に向けて、大きなステップを踏み出すことができると考えております。以上の経緯を踏まえ、ＬＳＦ社

の保有する対象者株式の買取価格を含めて、ＬＳＦ社の保有する対象者株式の取得を行うかについて慎重に検討したとこ

ろ、対象者を連結子会社とし、総合レジャー企業へと成長することが当社の企業価値の向上につながるとの結論に至り、平

成23年10月26日開催の取締役会において、本公開買付けを実施することを決議いたしました。

 

(3）本公開買付け後の経営方針

　本公開買付け成立後の両社における具体的な取り組みの詳細については、今後、両社で検討を進めていきますが、当社は、

本公開買付け成立後に関しましては、現行の対象者の事業方針・戦略の継続的な履行を予定しております。一方で、対象者

の事業を当社グループの新規中核事業と位置づけ、ゴルフ場の追加買収等を通じた対象者の成長を、資金調達の側面から

サポートしていくことにより、対象者の業界におけるスケールメリットの更なる拡大に資することができると考えており

ます。また、対象者に対して臨時株主総会を開催するよう要請し、かかる臨時株主総会において当社が選出した候補者を対

象者の役員として若干名派遣することを予定しております。但し、当該臨時株主総会の開催時期及び当社が選出した候補

者が対象者の役員として派遣された後における対象者の役員構成については、現時点において未定であります。

 

(4）公開買付者と対象者の株主との間における本公開買付けへの応募に関する合意

　当社は、平成23年10月26日に、対象者の筆頭株主であるＬＳＦ社（ＬＳＦ社が保有する対象者株式760,000株、株式所有割

合60.90％）との間で本応募契約を締結しており、本応募契約において、ＬＳＦ社から、ＬＳＦ社が所有する対象者株式の

全てについて、本公開買付けに応募しかつ撤回しない旨の同意を得ております。但し、本応募契約におけるＬＳＦ社のこれ

らの義務は、(ⅰ)本公開買付けが本応募契約の規定に従って実施されており、かつ、当社が本公開買付けに関連して適用さ

れる法令等に基づき履行することが要求される義務を適式に履行していること、(ⅱ)本応募契約において当社がＬＳＦ社

に対して表明及び保証する事項（注１）が、重要な点において真実かつ正確であること、(ⅲ)本応募契約において当社が

履行することを要求される時点での当社の各義務（注２）が重要な点において適式に履行されていること、(ⅳ)本公開買

付けの完了を阻害する裁判所による命令等が発せられておらず、本公開買付けの完了を違法とする法令等が制定されてい

ないこと又は本公開買付けに適用されていないこと、(ⅴ)ＬＳＦ社が、同社が保有する株式に設定された担保権の放棄を

受けており、かつ、当該担保権者が、ＬＳＦ社が同社保有の対象者株式を売却することに同意をしていること、を前提条件

としております。なお、本応募契約上、上記の前提条件が充足されない場合であってもＬＳＦ社がその任意の裁量により本

公開買付けに応募することは禁止又は制限されておりません。

　（注１）　本応募契約においては、(ⅰ)当社が日本法に基づき適法かつ有効に設立され、適法かつ有効に存在しており、当

社が現在行っている事業を行うために必要な会社としての権利能力を有していること、(ⅱ)当社が本応募契

約を締結かつ履行するために必要な権能及び権限を有しており、本応募契約の締結及び履行は適法かつ有効

に授権されていること、また、本応募契約は法令による制限のある場合を除き、当社の適法で有効かつ法的拘

束力のある義務を構成し、かつ、当社に対して本応募契約の条項に従って執行可能であること、(ⅲ)当社によ

る本契約の締結及び履行は、いずれの法令等にも違反又は違反行為を構成せず、当社の定款又はその他の社

内規則に違反しないこと、(ⅳ)当社が本応募契約を締結し、本公開買付けを完了することに関連して、いずれ

かの行政機関による又はいずれかの行政機関からの授権、承認、同意、証書、認可、許可又は特権をも要しない

こと、(ⅴ)当社が、本公開買付けを完了するのに十分な金額となる利用可能な現金及び既存の借入与信枠を

有していること、及び、それらの与信枠に関する証書の写しがＬＳＦ社に提供されており、当社はこれらの現

金及び借入与信枠を適時に利用することができること、(ⅵ)当社が、対象者の事業、経営、資産、負債、経営成

績、財務状態及び将来性について自ら独自に検討及び分析を行ったこと、が当社の表明保証事項とされてお

ります。

　（注２）　当社は、本応募契約において、本公開買付けを実施する義務のほか、(ⅰ)本応募契約の締結日から本公開買付け

の完了時までの間に、本応募契約における当社の表明、保証、合意又は誓約について、当社による違反若しく

はそのおそれを認識した場合、ＬＳＦ社に対して直ちに書面による通知を行うこと、(ⅱ)本応募契約の締結

日から１年を経過する日までの間、ＬＳＦ社の事前の書面による同意無くして、対象者に雇用されている者

の転籍の働きかけ又は引き抜きを行わず、かつ、行おうとしないこと、(ⅲ)ＬＳＦ社が所有する対象者株式に

設定された担保権の放棄を受けるために必要な事項について合理的な協力を行うこと、(ⅳ)本公開買付けに

関して、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。その後の改正を含みま

す。）に基づき要求される届出を行い、必要な対応を行うこと等の義務を負っております。
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(5）買付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保す

るための措置

　公開買付者及び対象者は、本公開買付けにおける株券等の買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）の公

正性の担保、本公開買付けの実施を決定するに至る意思決定の過程における恣意性の排除、及び利益相反の回避の観点か

ら、主として以下のような本公開買付けの公正性を担保するための措置を実施しました（なお、以下の記述中の対象者に

おいて実施した措置に関する記載については、対象者から受けた説明に基づくものです。）。

 

①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

　当社は、本公開買付価格を決定するにあたり、当社及び対象者から独立した第三者算定機関としてフィナンシャル・ア

ドバイザーであるグリーンヒル・ジャパン株式会社（以下「グリーンヒル」といいます。）に対象者の株式価値の算定

を依頼しました。

　グリーンヒルは、市場株価法、ＤＣＦ法、類似企業比較法、類似公開買付事例におけるプレミアム分析法の各手法を用い

て対象者の株式価値の算定を行い、当社は、グリーンヒルから、平成23年10月25日に、対象者の株式価値の算定結果に関

する株式価値算定書（以下「算定書」といいます。）を取得いたしました。なお、当社は、グリーンヒルから本公開買付

価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

　グリーンヒルが上記各手法に基づき算定した対象者の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下のとおりで

す。

市場株価法39,114円から41,319円

ＤＣＦ法42,770円から54,313円

類似企業比較法39,033円から48,426円

類似公開買付事例におけるプレミアム分析法49,920円から55,821円

　市場株価法では、平成23年10月25日を基準日として、東京証券取引所における対象者の普通株式の基準日の終値

（40,450円）、直近１週間（平成23年10月19日から平成23年10月25日まで）の終値の単純平均値（39,660円（小数点以

下四捨五入。以下、後記の転換価額を除き、本項の円の数値について同じです。））、直近１ヶ月間（平成23年９月26日か

ら平成23年10月25日まで）の終値の単純平均値（39,114円）、直近３ヶ月間（平成23年７月26日から平成23年10月25日

まで）の終値の単純平均値（39,906円）及び直近６ヶ月間（平成23年４月26日から平成23年10月25日まで）の終値の

単純平均値（41,319円）を基に、普通株式１株当たりの価値の範囲は39,114円から41,319円までと分析されておりま

す。

　ＤＣＦ法では、対象者の事業計画、対象者へのマネジメント・インタビュー、直近までの業績の動向、一般に公開された

情報等を考慮した平成23年12月期第３四半期以降の対象者の将来の収益予想に基づき、対象者が将来生み出すと見込ま

れるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析し、普通株式１株

当たりの価値の範囲は42,770円から54,313円までと分析されております。

　類似企業比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場企業の市場株価や収益等を示す財務指標との比較

を通じて、対象者の株式価値が評価され、普通株式１株当たりの価値の範囲は39,033円から48,426円までと分析されて

おります。

　類似公開買付事例におけるプレミアム分析法では、平成18年12月１日以降に公表された発行者以外の者による上場会

社株式に対する公開買付け事例の中から、本公開買付けと類似性を有すると考えられる事例、具体的には、公開買付けを

行った後における公開買付者の株券等所有割合が３分の２以上であった事例で、かつ公開買付者が公開買付け後も対象

会社株式の上場を維持することを企図していた事例を抽出し、公開買付け前一定期間の株価終値に対するプレミアムの

状況を分析しました。公開買付け実施についての公表日の前営業日の終値、その１週間前の日（休日である場合には、そ

の直前の営業日）の終値、及び１ヶ月前の日（休日である場合には、その直前の営業日）の終値に対するプレミアムは、

それぞれ約38％、約34％及び約28％となりました。かかるプレミアムを応当日の対象者の株価終値に適用し、普通株式１

株当たりの価値の範囲は49,920円から55,821円までと分析されております。

　当社は、グリーンヒルから取得した算定書記載の各手法の算定結果を参考として、対象者の取締役会による本公開買付

けへの賛同の可否、対象者の普通株式の市場株価の動向等を総合的に勘案し検討いたしました。加えて、対象者に対する

デュー・ディリジェンス（財務・税務・法務等）の結果及び対象者の筆頭株主であるＬＳＦ社との協議・交渉の結果

等も踏まえ、最終的に平成23年10月26日付の取締役会決議によって、本公開買付けにおける普通株式の買付け等の価格

を１株当たり金52,000円と決定いたしました。

　本公開買付けにおける普通株式の買付け等の価格である１株当たり金52,000円は、本公開買付け実施についての公表

日の前営業日である平成23年10月25日の東京証券取引所における対象者の普通株式の終値40,450円に対して28.55％

（小数点以下第三位四捨五入。本項において以下同様の箇所は全て同じです。）、過去１週間（平成23年10月19日から平

成23年10月25日まで）の終値の単純平均値39,660円に対して31.11％、過去１ヶ月間（平成23年９月26日から平成23年

10月25日まで）の終値の単純平均値39,114円に対して32.94％、過去３ヶ月間（平成23年７月26日から平成23年10月25
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日まで）の終値の単純平均値39,906円に対して30.31％、過去６ヶ月間（平成23年４月26日から平成23年10月25日ま

で）の終値の単純平均値41,319円に対して25.85％のプレミアムを、それぞれ加えた価格となります。また、本公開買付

けにおける普通株式の買付け等の価格である１株当たり金52,000円は、本書提出日の前営業日である平成23年10月26日

の東京証券取引所における対象者の普通株式の終値39,850円に対して30.49％のプレミアムを加えた価格となります。

　なお、本公開買付けの対象には本新株予約権も含まれますが、本新株予約権は、ストック・オプションとして発行され

たものであり、本新株予約権の権利行使に係る条件として、本新株予約権者について、対象者又は対象者の子会社の役員

又は使用人の地位と関連した条件が設けられており、また、本新株予約権者が、本新株予約権を譲渡（本公開買付けにお

ける売付けを含みます。）するには、対象者の取締役会の承認を要するものとされていることに照らすと、当社が本公開

買付けにより本新株予約権を取得したとしても、これを行使することができないおそれがあることから、本新株予約権

の買付け等の価格は１個につき１円と設定しています。

　また、当社は、対象者の発行に係る本新株予約権付社債は、本公開買付けにおける普通株式の買付け等の価格である１

株当たり52,000円を基準に、普通株式に換算した価格が普通株式の買付け等の価格と同価格になるように、本公開買付

けにおける普通株式の買付け等の価格である１株当たり52,000円に、本新株予約権付社債の額面金額である5,000,000

円をその転換価額である170,684.2円で除して算出される数値を乗じた金額である1,523,281円を、本新株予約権付社債

１個当たり（即ち、その額面金額である5,000,000円当たり）の買付け等の価格とすることを決定しております。当該買

付け等の価格1,523,281円は、額面金額に対して69.53％のディスカウントをした金額となります。なお、本新株予約権付

社債には、(ⅰ)法に従って、対象者以外の者により対象者の普通株式の公開買付けが行われ、(ⅱ)対象者が、法に従って、

当該公開買付けに賛同する意見を公表し、(ⅲ)対象者又は公開買付者が、当該公開買付けによる対象者の普通株式の取

得の結果、対象者の普通株式の上場が廃止される可能性があることを公開買付届出書等で公表又は容認し（但し、対象

者又は公開買付者が、当該取得後も対象者が日本の上場会社であり続けるよう最善の努力をする旨を公表した場合を除

く。）、かつ、(ⅳ)公開買付者が当該公開買付けにより対象者の普通株式を取得した場合には、対象者は、当該公開買付け

による対象者の普通株式の取得日から14日以内に本新株予約権付社債権者に対して通知した上で、当該通知において指

定した償還日（かかる償還日は、当該通知の日から東京における14営業日目以降30営業日目までのいずれかの日とす

る。）に、残存する本新株予約権付社債の全部（一部は不可）を、本新株予約権付社債の額面金額の100％から160％まで

の範囲内で一定の方式に従って算出される償還金額に未払経過利息を付して繰上償還するものとするとの対象者の償

還義務を定めた条項（本項において以下「本繰上償還条項」といいます。）が付されております（なお、対象者又は公

開買付者が、当該公開買付けによる対象者の普通株式の取得日の後に組織再編等を行う予定である旨を公開買付届出書

等で公表した場合（かかる組織再編等が当該取得日から60日以内に生じなかった場合を除きます。）には、本繰上償還

条項は適用されない旨の規定が別途定められています。）。しかし、対象者プレスリリースによれば、本公開買付けに際

しては、公開買付者が、後記「３．買付け等の目的」の「(6）上場廃止となる見込み及びその事由」に記載のとおり、本

公開買付けの後も対象者が日本の上場会社であり続けるよう最善の努力をする旨を公表しているため、対象者は、本繰

上償還条項に基づく繰上償還義務は生じないと見込んでおり（上記(ⅲ)括弧内の但書参照）、また、対象者は、本新株予

約権付社債権者に対する上記の通知を対象者が行うことも予定していないとのことですので、本新株予約権付社債の買

付け等の価格の算定に際しては、本繰上償還条項に基づく繰上償還がなされないことを前提としております。

 

②　対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、対象者、ＬＳＦ社及び当社から独立した第三者算定機関であり、かつ対象者

の関連当事者にも該当しないＳＭＢＣ日興証券に対象者株式の価値の算定を依頼し、ＳＭＢＣ日興証券より対象者株式

の株式価値算定書を取得のうえ、当社から提示された本公開買付けにおける普通株式の買付け等の価格の公正性を判断

するための基礎資料としたとのことです。なお、対象者は、ＳＭＢＣ日興証券より買付価格の公正性に関する意見（フェ

アネス・オピニオン）を取得していないとのことです。

　ＳＭＢＣ日興証券が対象者の普通株式の株式価値分析に用いた手法は、市場株価法及びＤＣＦ法であり、各々の手法に

より算定された対象者株式の１株当たりの価値は、以下のとおりとのことです。

(a）市場株価法：39,114円～39,302円

(b）ＤＣＦ法　：80,786円～98,503円

　市場株価法では、平成23年10月25日を評価基準日として、対象者株式の東京証券取引所における平成23年９月26日から

平成23年10月25日までの直近１ヶ月における終値の単純平均値39,114円及び対象者の平成23年８月８日付「業績予想

と実績の差異、および配当予想の修正等に関するお知らせ」の公表の翌営業日である平成23年８月９日から平成23年10

月25日までの期間における終値の単純平均値39,302円を基に、対象者の普通株式１株当たりの株式価値を39,114円～

39,302円までと算定しているとのことです。

　ＤＣＦ法とは、対象者の事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を前提として、対象者

が将来において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、対象者の資本コストなど一定の割引率で現在価

値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を分析する手法であり、これにより対象者の普通株式の１株当たりの株式
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価値を、80,786円～98,503円と算定しているとのことです。

　なお、対象者によれば、本新株予約権については、本公開買付けの対象にはなるものの、本公開買付けにより本新株予約

権を取得したとしても、これを行使することができないおそれがあることに鑑み、ＳＭＢＣ日興証券から価格算定書を

取得していないとのことです。

　また、対象者によれば、本新株予約権付社債についても、本公開買付けの対象にはなるものの、本新株予約権付社債に係

る新株予約権の行使時の払込金額が170,684.2円と、本公開買付けにおける普通株式の買付け等の価格を大幅に上回っ

ており、本公開買付けにより本新株予約権付社債を取得したとしても、これを行使する可能性が高いとはいえないこと

に鑑み、ＳＭＢＣ日興証券から価格算定書を取得していないとのことです。

　なお、本新株予約権付社債には、(ⅰ)法に従って、対象者以外の者により対象者の普通株式の公開買付けが行われ、(ⅱ)

対象者が、法に従って、当該公開買付けに賛同する意見を公表し、(ⅲ)対象者又は公開買付者が、当該公開買付けによる

対象者の普通株式の取得の結果、対象者の普通株式の上場が廃止される可能性があることを公開買付届出書等で公表又

は容認し（但し、対象者又は公開買付者が、当該取得後も対象者が日本の上場会社であり続けるよう最善の努力をする

旨を公表した場合を除く。）、かつ、(ⅳ)公開買付者が当該公開買付けにより対象者の普通株式を取得した場合には、対

象者は、当該公開買付けによる対象者の普通株式の取得日から14日以内に本新株予約権付社債権者に対して通知した上

で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は、当該通知の日から東京における14営業日目以降30営業日目ま

でのいずれかの日とする。）に、残存する本新株予約権付社債の全部（一部は不可）を、本新株予約権付社債の額面金額

の100％から160％までの範囲内で一定の方式に従って算出される償還金額に未払経過利息を付して繰上償還するもの

とするとの対象者の償還義務を定めた条項（本項において以下「本繰上償還条項」といいます。）が付されております

（なお、対象者又は公開買付者が、当該公開買付けによる対象者の普通株式の取得日の後に組織再編等を行う予定であ

る旨を公開買付届出書等で公表した場合（かかる組織再編等が当該取得日から60日以内に生じなかった場合を除きま

す。）には、本繰上償還条項は適用されない旨の規定が別途定められています。）。しかしながら、本公開買付けに際して

は、公開買付者が、後記「３．買付け等の目的」の「(6）上場廃止となる見込み及びその事由」に記載のとおり、本公開

買付けの後も対象者が日本の上場会社であり続けるよう最善の努力をする旨を公表しており、本繰上償還条項に基づく

繰上償還義務が生じないことが見込まれていますので（上記(ⅲ)括弧内の但書参照）、対象者としては、本公開買付け

の後、本新株予約権付社債の繰上償還を予定しておらず、本新株予約権付社債権者に対する上記の通知を行うことも予

定していないとのことです。

 

③　対象者における利害関係のない取締役及び監査役全員による承認

　対象者プレスリリースによれば、対象者の取締役である高松丈久氏及びヴィリリトニー氏は、それぞれ、高松丈久氏に

ついては、ＬＳＦ社と同じくローン・スター・ファンド傘下にある株式会社ローン・スター・ジャパン・アクイジショ

ンズ、ヴィリリトニー氏については、同じくローン・スター・ファンド傘下にあるソラーレホテルズアンドリゾーツ株

式会社（以下「ソラーレ」といいます。）の役員を兼任していることから、利益相反のおそれを回避するため、上記の平

成23年10月26日開催の対象者の取締役会を含め、対象者の取締役会における本公開買付けに関する審議及び決議には参

加しておらず、対象者の立場において協議・交渉にも参加していないとのことです。そして、対象者は、本公開買付けに

ついて慎重に協議、検討の結果、本公開買付けにより当社がＬＳＦ社保有の対象者の普通株式を取得し、対象者が当社の

連結子会社となることは、(ⅰ)短期的な投資回収を目的としない事業会社が安定大株主となることで、長期的な視点で

の事業運営が可能となり、対象者の経営安定に資すること、(ⅱ)資金調達の側面から、対象者によるゴルフ場の追加買収

を通じた成長への支援が期待できること、及び(ⅲ)対象者の経営方針及び事業計画の継続性が保てる見込みであること

等に鑑みると、対象者の中長期的な企業価値の向上に資すると判断し、平成23年10月26日開催の対象者取締役会におい

ては、対象者取締役のうち、上記の２名の取締役を除く対象者の全ての取締役３名が出席し、本公開買付けに賛同すると

ともに、前記「(1）本公開買付けの概要」に記載の理由から、対象者の普通株式、本新株予約権及び本新株予約権付社債

について本公開買付けに応募するか否かについては、それぞれ株主、本新株予約権者及び本新株予約権付社債権者の皆

様のご判断に委ねることについて決議しているとのことです。

　また、対象者の平成23年10月26日開催の取締役会には、対象者の全ての監査役３名（うち２名は社外監査役）が出席し

ており、いずれも上記の対象者の取締役会における決議事項（すなわち、本公開買付けについて、(ⅰ)賛同の意見を表明

する旨、並びに(ⅱ)対象者の普通株式、本新株予約権及び本新株予約権付社債について本公開買付けに応募するか否か

は、それぞれ株主、本新株予約権者及び本新株予約権付社債権者の皆様のご判断に委ねる旨の決議）について異議がな

い旨の意見を述べているとのことです。

　なお、対象者代表取締役の氏家顕太郎氏は、ソラーレ、及びローン・スター・ファンドに投資顧問サービスを提供する

ハドソン・ジャパン株式会社（以下「ハドソン」といいます。）の元取締役であるものの、既にソラーレ及びハドソン

の取締役を退任しており、今後、ソラーレ及びハドソンを含むローン・スター・ファンドに関連する会社の役職員に復

帰する予定がないことから、対象者は、氏家顕太郎氏が本公開買付けに関する審議及び決議に参加し、本公開買付けに関

する意見を表明することにつき、べーカー＆マッケンジー法律事務所から法的助言を受けた上で、利益相反の疑いは有
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しないと対象者取締役会において判断しているとのことです。

 

④　対象者における独立した法律事務所からの助言

　対象者は、対象者の取締役会での検討並びに意思決定に際しては、対象者、ＬＳＦ社及び当社から独立したリーガル・

アドバイザーとしてべーカー＆マッケンジー法律事務所を選任し、本公開買付けの諸手続を含む取締役会の意思決定の

方法・過程等について、対象者取締役会に対して法的助言を受けているとのことです。

 

⑤　対象者における支配株主との間に利害関係を有しない者による、上場子会社による決定が少数株主にとって不利益で

ないことに関する意見の入手

　対象者プレスリリースによれば、本公開買付けに係る対象者の意見表明は、第三者である当社が対象者の支配株主であ

るＬＳＦ社からの対象者株式の取得を前提として行う公開買付けに対する意見表明に係るものであるため、対象者の支

配株主であるＬＳＦ社との間に利害関係を有しないべーカー＆マッケンジー法律事務所から、平成23年10月25日付で

(ⅰ)本公開買付けにより対象者が当社の連結子会社となることについて、対象者の企業成長戦略及び当社と対象者のシ

ナジー効果の観点に基づき、対象者の中長期的な企業価値の向上を図る目的から検討されており、その内容及び検討過

程には特段不合理な点は認められないこと、(ⅱ)買付価格及び本公開買付けに関する諸条件等について当社とＬＳＦ社

との間で実質的な交渉が行われており、その交渉過程につき公正性に疑義を生じさせるような事実は見当たらないこ

と、(ⅲ)買付価格の公正性を判断するにあたりＳＭＢＣ日興証券から対象者株式の株式価値算定書を取得するなど、対

象者における本公開買付けに関する意見の決定過程は適法かつ公正であること等の事情を総合的に検討した上で、本公

開買付けに係る対象者の決定が少数株主にとって不利益なものではないと判断する旨の意見を入手しているとのこと

です。

 

(6）上場廃止となる見込み及びその事由

　対象者株式は、東京証券取引所市場第一部に上場されているところ、対象者プレスリリースによれば、対象者は本公開買

付け後も対象者株式について上場を維持することを希望しているとのことであり、また、公開買付者も、対象者株式全ての

取得又は上場廃止を企図しておりません。もっとも、本公開買付けにおいては、ＬＳＦ社以外の対象者株主の皆様に対して

もＬＳＦ社と同様の対象者株式の売却機会を確保する目的から上限を設けていないため、本公開買付けにおける結果次第

では、対象者株式は東京証券取引所の定める上場廃止基準のうち、①株主数が事業年度の末日において400人未満となった

場合において、１年以内に400人以上とならないとき、②流通株式数（上場株式数から、役員（取締役、会計参与、監査役、執

行役）の持株数、発行済株式数の10％以上を所有する株主の持株数（明らかに固定的所有ではないと認められる株式を除

く。）及び自己株式数を控除した株式数。）が事業年度の末日において、2,000単位未満である場合において、１年以内に

2,000単位以上とならないとき、③流通株式時価総額（事業年度の末日における最終価格に、事業年度の末日における流通

株式数を乗じて得た額。）が事業年度の末日において、５億円未満（平成23年12月末までの間は、３億円未満。）となった

場合において、１年以内に５億円以上（平成23年12月末までの間は、３億円以上。）とならないとき等の上場廃止基準（以

下「上場廃止基準」といいます。）に抵触し、所定の手続きを経て、上場廃止となる可能性があります。対象者株式が上場

廃止となった場合には、対象者株式は東京証券取引所において取引をすることができなくなります。

　本公開買付けの結果、万一、対象者株式が東京証券取引所の定める上場廃止基準に抵触するおそれが生じた場合、当社は、

立会外分売や売出し等の上場廃止の回避のための方策について対象者と誠実に協議し検討した上で、対象者株式の上場が

引きつづき維持されるよう最善の努力を行ってまいります。また、当社は、本公開買付けにより対象者を連結子会社とした

後、対象者と協力して対象者の企業価値の向上を目指していく所存ですので、当社といたしましては、引きつづき、対象者

の株主の皆様から対象者の株主としてご支援をいただきたいと希望しております。
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(7）本公開買付け後の株券等を更に取得する予定の有無（いわゆる二段階買収に関する事項）

　公開買付者は、対象者を当社の連結子会社とすることを企図しておりますが、対象者株式全ての取得又は上場廃止は企図

しておらず、現時点で、本公開買付け後に、対象者の株券等の追加取得を行うことは予定しておりません。

 

４【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】

（１）【買付け等の期間】

①【届出当初の期間】

買付け等の期間 平成23年10月27日（木曜日）から平成23年11月28日（月曜日）まで（21営業日）

公告日 平成23年10月27日（木曜日）

公告掲載新聞名
電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。
電子公告アドレス
（http://info.edinet-fsa.go.jp/）

 

②【対象者の請求に基づく延長の可能性の有無】

　法第27条の10第３項の規定により、対象者から買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）の延長を請求す

る旨の記載がされた意見表明報告書が提出された場合は、公開買付期間は30営業日、平成23年12月９日（金曜日）まで

となります。

 

③【期間延長の確認連絡先】

連絡先　　　　　株式会社平和

東京都台東区東上野二丁目22番９号

（03）3839－0077（代表）

経理グループ

確認受付時間　　平日10時から18時まで
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（２）【買付け等の価格】

株券 普通株式１株につき金52,000円

新株予約権証券 第４回新株予約権　１個につき金１円

 第５回新株予約権　１個につき金１円

 第７回新株予約権　１個につき金１円

 第８回新株予約権　１個につき金１円

新株予約権付社債券 本新株予約権付社債

 １個（額面500万円）につき金1,523,281円

株券等信託受益証券（　　

　　　　）

―

株券等預託証券（　　　　　

　）

―

算定の基礎 　当社は、本公開買付価格を決定するにあたり、当社及び対象者から独立した第三者算定

機関としてフィナンシャル・アドバイザーであるグリーンヒルに対象者の株式価値の算

定を依頼しました。

 　グリーンヒルは、市場株価法、ＤＣＦ法、類似企業比較法、類似公開買付事例におけるプ

レミアム分析法の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行い、当社は、グリーンヒル

から、平成23年10月25日に、対象者の株式価値の算定結果に関する算定書を取得いたしま

した。なお、当社は、グリーンヒルから本公開買付価格の公正性に関する評価（フェアネ

ス・オピニオン）を取得しておりません。

 　グリーンヒルが上記各手法に基づき算定した対象者の普通株式１株当たりの価値の範

囲はそれぞれ以下のとおりです。

 市場株価法39,114円から41,319円

 ＤＣＦ法42,770円から54,313円

 類似企業比較法39,033円から48,426円

 類似公開買付事例におけるプレミアム分析法49,920円から55,821円

 　市場株価法では、平成23年10月25日を基準日として、東京証券取引所における対象者の

普通株式の基準日の終値（40,450円）、直近１週間（平成23年10月19日から平成23年10

月25日まで）の終値の単純平均値（39,660円（小数点以下四捨五入。以下、後記の転換価

額を除き、本項の円の数値について同じです。））、直近１ヶ月間（平成23年９月26日か

ら平成23年10月25日まで）の終値の単純平均値（39,114円）、直近３ヶ月間（平成23年

７月26日から平成23年10月25日まで）の終値の単純平均値（39,906円）及び直近６ヶ月

間（平成23年４月26日から平成23年10月25日まで）の終値の単純平均値（41,319円）を

基に、普通株式１株当たりの価値の範囲は39,114円から41,319円までと分析されており

ます。

 　ＤＣＦ法では、対象者の事業計画、対象者へのマネジメント・インタビュー、直近までの

業績の動向、一般に公開された情報等を考慮した平成23年12月期第３四半期以降の対象

者の将来の収益予想に基づき、対象者が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ

・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析し、普通株

式１株当たりの価値の範囲は42,770円から54,313円までと分析されております。

 　類似企業比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場企業の市場株価や収

益等を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値が評価され、普通株式１株当た

りの価値の範囲は39,033円から48,426円までと分析されております。
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 　類似公開買付事例におけるプレミアム分析法では、平成18年12月１日以降に公表された

発行者以外の者による上場会社株式に対する公開買付け事例の中から、本公開買付けと

類似性を有すると考えられる事例、具体的には、公開買付けを行った後における公開買付

者の株券等所有割合が３分の２以上であった事例で、かつ公開買付者が公開買付け後も

対象会社株式の上場を維持することを企図していた事例を抽出し、公開買付け前一定期

間の株価終値に対するプレミアムの状況を分析しました。公開買付け実施についての公

表日の前営業日の終値、その１週間前の日（休日である場合には、その直前の営業日）の

終値、及び１ヶ月前の日（休日である場合には、その直前の営業日）の終値に対するプレ

ミアムは、それぞれ約38％、約34％及び約28％となりました。かかるプレミアムを応当日

の対象者の株価終値に適用し、普通株式１株当たりの価値の範囲は49,920円から55,821

円までと分析されております。

 　当社は、グリーンヒルから取得した算定書記載の各手法の算定結果を参考として、対象

者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者の普通株式の市場株価の動向

等を総合的に勘案し検討いたしました。加えて、対象者に対するデュー・ディリジェンス

（財務・税務・法務等）の結果及び対象者の筆頭株主であるＬＳＦ社との協議・交渉の

結果等も踏まえ、最終的に平成23年10月26日付の取締役会決議によって、本公開買付けに

おける普通株式の買付け等の価格を１株当たり金52,000円と決定いたしました。

 　本公開買付けにおける普通株式の買付け等の価格である１株当たり金52,000円は、本公

開買付け実施についての公表日の前営業日である平成23年10月25日の東京証券取引所に

おける対象者の普通株式の終値40,450円に対して28.55％（小数点以下第三位四捨五入。

本項において以下同様の箇所は全て同じです。）、過去１週間（平成23年10月19日から平

成23年10月25日まで）の終値の単純平均値39,660円に対して31.11％、過去１ヶ月間（平

成23年９月26日から平成23年10月25日まで）の終値の単純平均値39,114円に対して

32.94％、過去３ヶ月間（平成23年７月26日から平成23年10月25日まで）の終値の単純平

均値39,906円に対して30.31％、過去６ヶ月間（平成23年４月26日から平成23年10月25日

まで）の終値の単純平均値41,319円に対して25.85％のプレミアムを、それぞれ加えた価

格となります。また、本公開買付けにおける普通株式の買付け等の価格である１株当たり

金52,000円は、本書提出日の前営業日である平成23年10月26日の東京証券取引所におけ

る対象者の普通株式の終値39,850円に対して30.49％のプレミアムを加えた価格となり

ます。

 　なお、本公開買付けの対象には本新株予約権も含まれますが、本新株予約権は、ストック

・オプションとして発行されたものであり、本新株予約権の権利行使に係る条件として、

本新株予約権者について、対象者又は対象者の子会社の役員又は使用人の地位と関連し

た条件が設けられており、また、本新株予約権者が、本新株予約権を譲渡（本公開買付け

における売付けを含みます。）するには、対象者の取締役会の承認を要するものとされて

いることに照らすと、当社が本公開買付けにより本新株予約権を取得したとしても、これ

を行使することができないおそれがあることから、本新株予約権の買付け等の価格は１

個につき１円と設定しています。
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 　また、当社は、対象者の発行に係る本新株予約権付社債は、本公開買付けにおける普通株

式の買付け等の価格である１株当たり52,000円を基準に、普通株式に換算した価格が普

通株式の買付け等の価格と同価格になるように、本公開買付けにおける普通株式の買付

け等の価格である１株当たり52,000円に、本新株予約権付社債の額面金額である

5,000,000円をその転換価額である170,684.2円で除して算出される数値を乗じた金額で

ある1,523,281円を、本新株予約権付社債１個当たり（即ち、その額面金額である

5,000,000円当たり）の買付け等の価格とすることを決定しております。当該買付け等の

価格1,523,281円は、額面金額に対して69.53％のディスカウントをした金額となります。

なお、本新株予約権付社債には、(ⅰ)法に従って、対象者以外の者により対象者の普通株

式の公開買付けが行われ、(ⅱ)対象者が、法に従って、当該公開買付けに賛同する意見を

公表し、(ⅲ)対象者又は公開買付者が、当該公開買付けによる対象者の普通株式の取得の

結果、対象者の普通株式の上場が廃止される可能性があることを公開買付届出書等で公

表又は容認し（但し、対象者又は公開買付者が、当該取得後も対象者が日本の上場会社で

あり続けるよう最善の努力をする旨を公表した場合を除く。）、かつ、(ⅳ)公開買付者が

当該公開買付けにより対象者の普通株式を取得した場合には、対象者は、当該公開買付け

による対象者の普通株式の取得日から14日以内に本新株予約権付社債権者に対して通知

した上で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は、当該通知の日から東京に

おける14営業日目以降30営業日目までのいずれかの日とする。）に、残存する本新株予約

権付社債の全部（一部は不可）を、本新株予約権付社債の額面金額の100％から160％ま

での範囲内で一定の方式に従って算出される償還金額に未払経過利息を付して繰上償還

するものとするとの対象者の償還義務を定めた条項（本項において以下「本繰上償還条

項」といいます。）が付されております（なお、対象者又は公開買付者が、当該公開買付

けによる対象者の普通株式の取得日の後に組織再編等を行う予定である旨を公開買付届

出書等で公表した場合（かかる組織再編等が当該取得日から60日以内に生じなかった場

合を除きます。）には、本繰上償還条項は適用されない旨の規定が別途定められていま

す。）。しかし、対象者プレスリリースによれば、本公開買付けに際しては、公開買付者が、

本公開買付けの後も対象者が日本の上場会社であり続けるよう最善の努力をする旨を公

表しているため、対象者は、本繰上償還条項に基づく繰上償還義務は生じないと見込んで

おり（上記(ⅲ)括弧内の但書参照）、また、対象者は、本新株予約権付社債権者に対する

上記の通知を対象者が行うことも予定していないとのことですので、本新株予約権付社

債の買付け等の価格の算定に際しては、本繰上償還条項に基づく繰上償還がなされない

ことを前提としております。

算定の経緯 　対象者は平成16年12月にゴルフ場の保有・運営を主たる事業とする対象者グループ会

社の株式を保有する持株会社として設立し、それ以降、経営破綻したゴルフ場の取得を積

極的に行い、事業を拡大してまいりました。平成18年12月期末には、保有・運営ゴルフ場

数が100を超え、国内最大級のゴルフ場運営会社に成長し、安定した収益性を実現してお

ります。また、平成17年12月には、東京証券取引所市場第一部に上場を果たしました。

 　これに対し、当社は、パチンコ機・パチスロ機の開発・製造・販売を主な内容とする遊

技機事業において、エンドユーザーのニーズを先取りした魅力あふれる商品を市場に提

供し、シェアの拡大及び業績の拡大に努めてまいりました。もともとパチンコ機メーカー

としてスタートした当社は、平成19年８月に開発力に優れるパチスロ機メーカーの株式

会社オリンピアを株式交換により完全子会社化いたしました。これにより、当社はパチン

コ機及びパチスロ機の両輪を併せ持つ遊技機メーカーへと脱皮いたしました。また、昭和

63年８月に店頭公開銘柄として遊技機業界初の株式公開を果たし、平成３年12月には、東

京証券取引所にパチンコ機メーカーとして初の上場を果たしました。
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 　他方、近年、当社の中核事業である遊技機事業を取り巻く環境は、パチンコ参加人口の長

期的な伸び悩み、パチンコホール数の減少を背景に、市場規模が縮小している状況であり

ました。また、当社の業績は、パチンコ機・パチスロ機のヒット機種の有無によって大き

く変動いたします。当社は、そのような状況をうけて、新しい収益の柱と成り得る事業の

構築を最重要課題と位置付け、従来から遊技機専業メーカーから総合レジャー企業への

成長の機会を探ってまいりました。

 　このような状況において、当社は平成23年５月に、対象者の筆頭株主であるＬＳＦ社と

の間で、ＬＳＦ社の保有する対象者株式を当社に対して譲渡することにかかる協議を開

始いたしました。ＬＳＦ社は、ＬＳＦ社の保有する対象者株式をＬＳＦ社の要求する水準

の金額で買い付けることができる買主を選定するため、当社を含む複数の買主候補者に

その譲受希望条件等の提示を求めました。

 　当社とＬＳＦ社は、ＬＳＦ社の保有する対象者株式の買取りについてその後も協議・交

渉を進めてまいりましたが、平成23年９月、ＬＳＦ社は、譲渡金額等の主要条件において

最終的な公開買付応募契約を締結することができる譲渡先候補者として当社を選定いた

しました。

 　過去（平成６年）、当社はゴルフ場施設を所有しゴルフレジャー部門に進出いたしまし

たが、毎期損失を計上することとなり、平成11年には撤退を余儀なくされました。そのた

め、単一のゴルフ場経営の難しさを十分に理解しております。他方、対象者は現在国内最

大級である120箇所を超えるゴルフ場の運営を通じて、規模のメリット等を通じた安定収

益の実現のためのノウハウを蓄積しております。したがって、対象者を当社グループの一

員として迎えることで、当社の新しい収益の柱となる事業の確立に向けて、大きなステッ

プを踏み出すことができると考えております。以上の経緯を踏まえ、ＬＳＦ社の保有する

対象者株式の買取価格を含めて、ＬＳＦ社の保有する対象者株式の取得を行うかについ

て慎重に検討したところ、対象者を連結子会社とし、総合レジャー企業へと成長すること

が当社の企業価値の向上につながるとの結論に至り、平成23年10月26日開催の取締役会

において、本公開買付けを実施することを決議いたしました。

 　当社は、本公開買付価格を決定するにあたり、当社及び対象者から独立した第三者算定

機関としてフィナンシャル・アドバイザーであるグリーンヒルに対象者の株式価値の算

定を依頼しました。

 　グリーンヒルは、市場株価法、ＤＣＦ法、類似企業比較法、類似公開買付事例におけるプ

レミアム分析法の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行い、当社は、グリーンヒル

から、平成23年10月25日に、対象者の株式価値の算定結果に関する算定書を取得いたしま

した。なお、当社は、グリーンヒルから本公開買付価格の公正性に関する評価（フェアネ

ス・オピニオン）を取得しておりません。

 　グリーンヒルが上記各手法に基づき算定した対象者の普通株式１株当たりの価値の範

囲はそれぞれ以下のとおりです。

 市場株価法39,114円から41,319円

 ＤＣＦ法42,770円から54,313円

 類似企業比較法39,033円から48,426円

 類似公開買付事例におけるプレミアム分析法49,920円から55,821円

 　市場株価法では、平成23年10月25日を基準日として、東京証券取引所における対象者の

普通株式の基準日の終値（40,450円）、直近１週間（平成23年10月19日から平成23年10

月25日まで）の終値の単純平均値（39,660円（小数点以下四捨五入。以下、後記の転換価

額を除き、本項の円の数値について同じです。））、直近１ヶ月間（平成23年９月26日か

ら平成23年10月25日まで）の終値の単純平均値（39,114円）、直近３ヶ月間（平成23年

７月26日から10月25日まで）の終値の単純平均値（39,906円）及び直近６ヶ月間（平成

23年４月26日から平成23年10月25日まで）の終値の単純平均値（41,319円）を基に、普

通株式１株当たりの価値の範囲は39,114円から41,319円までと分析されております。
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 　ＤＣＦ法では、対象者の事業計画、対象者へのマネジメント・インタビュー、直近までの

業績の動向、一般に公開された情報等を考慮した平成23年12月期第３四半期以降の対象

者の将来の収益予想に基づき、対象者が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ

・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析し、普通株

式１株当たりの価値の範囲は42,770円から54,313円までと分析されております。

 　類似企業比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場企業の市場株価や収

益等を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値が評価され、普通株式１株当た

りの価値の範囲は39,033円から48,426円までと分析されております。

 　類似公開買付事例におけるプレミアム分析法では、平成18年12月１日以降に公表された

発行者以外の者による上場会社株式に対する公開買付け事例の中から、本公開買付けと

類似性を有すると考えられる事例、具体的には、公開買付けを行った後における公開買付

者の株券等所有割合が３分の２以上であった事例で、かつ公開買付者が公開買付け後も

対象会社株式の上場を維持することを企図していた事例を抽出し、公開買付け前一定期

間の株価終値に対するプレミアムの状況を分析しました。公開買付け実施についての公

表日の前営業日の終値、その１週間前の日（休日である場合には、その直前の営業日）の

終値、及び１ヶ月前の日（休日である場合には、その直前の営業日）の終値に対するプレ

ミアムは、それぞれ約38％、約34％及び約28％となりました。かかるプレミアムを応当日

の対象者の株価終値に適用し、普通株式１株当たりの価値の範囲は49,920円から55,821

円までと分析されております。

 　当社は、グリーンヒルから取得した算定書記載の各手法の算定結果を参考として、対象

者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者の普通株式の市場株価の動向

等を総合的に勘案し検討いたしました。加えて、対象者に対するデュー・ディリジェンス

（財務・税務・法務等）の結果及び対象者の筆頭株主であるＬＳＦ社との協議・交渉の

結果等も踏まえ、最終的に平成23年10月26日付の取締役会決議によって、本公開買付けに

おける普通株式の買付け等の価格を１株当たり金52,000円と決定いたしました。

 　本公開買付けにおける普通株式の買付け等の価格である１株当たり金52,000円は、本公

開買付け実施についての公表日の前営業日である平成23年10月25日の東京証券取引所に

おける対象者の普通株式の終値40,450円に対して28.55％（小数点以下第三位四捨五入。

本項において以下同様の箇所は全て同じです。）、過去１週間（平成23年10月19日から平

成23年10月25日まで）の終値の単純平均値39,660円に対して31.11％、過去１ヶ月間（平

成23年９月26日から平成23年10月25日まで）の終値の単純平均値39,114円に対して

32.94％、過去３ヶ月間（平成23年７月26日から平成23年10月25日まで）の終値の単純平

均値39,906円に対して30.31％、過去６ヶ月間（平成23年４月26日から平成23年10月25日

まで）の終値の単純平均値41,319円に対して25.85％のプレミアムを、それぞれ加えた価

格となります。また、本公開買付けにおける普通株式の買付け等の価格である１株当たり

金52,000円は、本書提出日の前営業日である平成23年10月26日の東京証券取引所におけ

る対象者の普通株式の終値39,850円に対して30.49％のプレミアムを加えた価格となり

ます。

 　なお、本公開買付けの対象には本新株予約権も含まれますが、本新株予約権は、ストック

・オプションとして発行されたものであり、本新株予約権の権利行使に係る条件として、

本新株予約権者について、対象者又は対象者の子会社の役員又は使用人の地位と関連し

た条件が設けられており、また、本新株予約権者が、本新株予約権を譲渡（本公開買付け

における売付けを含みます。）するには、対象者の取締役会の承認を要するものとされて

いることに照らすと、当社が本公開買付けにより本新株予約権を取得したとしても、これ

を行使することができないおそれがあることから、本新株予約権の買付け等の価格は１

個につき１円と設定しています。
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 　また、当社は、対象者の発行に係る本新株予約権付社債は、本公開買付けにおける普通株

式の買付け等の価格である１株当たり52,000円を基準に、普通株式に換算した価格が普

通株式の買付け等の価格と同価格になるように、本公開買付けにおける普通株式の買付

け等の価格である１株当たり52,000円に、本新株予約権付社債の額面金額である

5,000,000円をその転換価額である170,684.2円で除して算出される数値を乗じた金額で

ある1,523,281円を、本新株予約権付社債１個当たり（即ち、その額面金額である

5,000,000円当たり）の買付け等の価格とすることを決定しております。当該買付け等の

価格1,523,281円は、額面金額に対して69.53％のディスカウントをした金額となります。

なお、本新株予約権付社債には、(ⅰ)法に従って、対象者以外の者により対象者の普通株

式の公開買付けが行われ、(ⅱ)対象者が、法に従って、当該公開買付けに賛同する意見を

公表し、(ⅲ)対象者又は公開買付者が、当該公開買付けによる対象者の普通株式の取得の

結果、対象者の普通株式の上場が廃止される可能性があることを公開買付届出書等で公

表又は容認し（但し、対象者又は公開買付者が、当該取得後も対象者が日本の上場会社で

あり続けるよう最善の努力をする旨を公表した場合を除く。）、かつ、(ⅳ)公開買付者が

当該公開買付けにより対象者の普通株式を取得した場合には、対象者は、当該公開買付け

による対象者の普通株式の取得日から14日以内に本新株予約権付社債権者に対して通知

した上で、当該通知において指定した償還日（かかる償還日は、当該通知の日から東京に

おける14営業日目以降30営業日目までのいずれかの日とする。）に、残存する本新株予約

権付社債の全部（一部は不可）を、本新株予約権付社債の額面金額の100％から160％ま

での範囲内で一定の方式に従って算出される償還金額に未払経過利息を付して繰上償還

するものとするとの対象者の償還義務を定めた条項（本項において以下「本繰上償還条

項」といいます。）が付されております（なお、対象者又は公開買付者が、当該公開買付

けによる対象者の普通株式の取得日の後に組織再編等を行う予定である旨を公開買付届

出書等で公表した場合（かかる組織再編等が当該取得日から60日以内に生じなかった場

合を除きます。）には、本繰上償還条項は適用されない旨の規定が別途定められていま

す。）。しかし、対象者プレスリリースによれば、本公開買付けに際しては、公開買付者が、

本公開買付けの後も対象者が日本の上場会社であり続けるよう最善の努力をする旨を公

表しているため、対象者は、本繰上償還条項に基づく繰上償還義務は生じないと見込んで

おり（上記(ⅲ)括弧内の但書参照）、また、対象者は、本新株予約権付社債権者に対する

上記の通知を対象者が行うことも予定していないとのことですので、本新株予約権付社

債の買付け等の価格の算定に際しては、本繰上償還条項に基づく繰上償還がなされない

ことを前提としております。
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（３）【買付予定の株券等の数】

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限

1,247,990（株） 625,243（株） ―（株）

　（注１）　応募株券等の総数が買付予定数の下限（625,243株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付けを行いません。応

募株券等の総数が買付予定数の下限以上の場合は、応募株券等の全部の買付けを行います。また、買付予定数の下限

（625,243株）は、対象者が平成23年８月11日に提出した第８期第２四半期報告書に記載された平成23年６月30日

現在の対象者の発行済株式総数（1,183,633株）に、同四半期報告書に記載された平成23年６月30日現在の第４回

新株予約権（1,500個）、第５回新株予約権（501個）、第７回新株予約権（1,000個）及び第８回新株予約権

（2,475個）の行使により発行又は移転される可能性のある対象者株式の最大数（5,476株）並びに本新株予約権

付社債の行使により発行又は移転される可能性のある対象者株式の最大数（58,881株）を加算した株式数

（1,247,990株）の50.10％に相当します。但し、第７回新株予約権（1,000個）においては、公開買付期間の末日ま

でに権利行使期間は到来いたしません。

　（注２）　本公開買付けにおいては、買付予定数の上限を設定しておりませんので、買付予定数は本公開買付けにより公開買付

者が取得する対象者の株券等の最大数である1,247,990株を記載しております。なお、当該最大数は、対象者が平成

23年８月11日に提出した第８期第２四半期報告書に記載された平成23年６月30日現在の対象者の発行済株式総数

（1,183,633株）に、同四半期報告書に記載された平成23年６月30日現在の第４回新株予約権（1,500個）、第５回

新株予約権（501個）、第７回新株予約権（1,000個）及び第８回新株予約権（2,475個）の行使により発行又は移

転される可能性のある対象者株式の最大数（5,476株）並びに本新株予約権付社債の行使により発行又は移転され

る可能性のある対象者株式の最大数（58,881株）を加算した株式数（1,247,990株）になります。但し、第７回新株

予約権（1,000個）においては、公開買付期間の末日までに権利行使期間は到来いたしません。

　（注３）　公開買付期間末日までに新株予約権が行使される可能性がありますが、当該行使により発行又は移転される対象者株

式についても本公開買付けの対象とします。
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５【買付け等を行った後における株券等所有割合】

区分 議決権の数

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 1,247,990

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) 64,357

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(c)

―

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（平成23年10月27日現在）（個）(d) ―

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) ―

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(f)

―

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成23年10月27日現在）（個）(g) ―

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) ―

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(i)

―

対象者の総株主等の議決権の数（平成23年６月30日現在）（個）(j) 1,183,633

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合
(a／j)（％）

100.00

買付け等を行った後における株券等所有割合
((a＋d＋g)／(j＋(b－c)＋(e－f)＋(h－i))×100)（％）

100.00

　（注１）　「買付予定の株券等に係る議決権の数(a)」は、本公開買付けにおける買付予定の株券等の数（1,247,990株）に係る

議決権の数を記載しております。

　（注２）　「ａのうち潜在株券等に係る議決権の数(b)」は、買付予定の株券等に係る議決権のうち、対象者が平成23年８月11日

に提出した第８期第２四半期報告書に記載された平成23年６月30日現在の本新株予約権（5,476個）の目的となる

対象者株式の議決権の最大数（5,476個）及び本新株予約権付社債に付されている新株予約権の行使により交付さ

れる可能性のある対象者株式の議決権の最大数（58,881個）の合計を記載しております。但し、本新株予約権に含

まれる第７回新株予約権（1,000個）においては、公開買付期間の末日までに権利行使期間は到来いたしません。

　（注３）　「対象者の総株主等の議決権の数(j)」は、対象者が平成23年８月11日に提出した第８期第２四半期報告書に記載さ

れた平成23年６月30日現在の総株主の議決権の数です。但し、本新株予約権及び本新株予約権付社債についても本

公開買付けの対象としているため、「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」

及び「買付け等を行った後における株券等所有割合」の計算においては、上記四半期報告書に記載された平成23年

６月30日現在の本新株予約権（5,476個）の目的となる対象者株式の議決権の最大数（5,476個）及び本新株予約

権付社債に付されている新株予約権の行使により交付される可能性のある対象者株式の議決権の最大数（58,881

個）を加えて、分母を1,247,990個として計算しております。但し、本新株予約権に含まれる第７回新株予約権

（1,000個）においては、公開買付期間の末日までに権利行使期間は到来いたしません。

　（注４）　「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後における

株券等所有割合」については、小数点以下第三位を四捨五入しております。
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６【株券等の取得に関する許可等】

（１）【株券等の種類】

普通株式

 

（２）【根拠法令】

　当社は、本公開買付けによる対象者株券等の取得につき、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22

年法律第54号。その後の改正を含みます。以下「独占禁止法」といいます。）第10条第２項に基づき、公正取引委員会

に対し、本公開買付けによる対象者株式の取得に関する計画をあらかじめ届け出なければならず（以下、当該届出を

「事前届出」といいます。）、同条第８項により事前届出が受理された日から30日（短縮される場合もあります。）を

経過する日までは本公開買付けによって対象者株式を取得することはできません（以下、株式の取得が禁止される当

該期間を「待機期間」といいます。）。

　また、独占禁止法第10条第１項は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる他の会社の株式の取

得行為を禁止しており、公正取引委員会はこれに違反する行為を排除するために必要な措置を命ずることができます

（同法第17条の２第１項。以下「排除措置命令」といいます。）。上記の事前届出が行われた場合で公正取引委員会が

排除措置命令を発令するときは、公正取引委員会は、予定する排除措置命令の内容等を名宛人に通知しなければなり

ませんが（同法第49条第５項。以下「排除措置命令の事前通知」といいます。）、株式取得に関する排除措置命令の事

前通知は、一定の期間（上記事前届出が受理された日から原則30日間ですが、延長又は短縮される場合もあります。以

下「措置期間」といいます。）内に行うこととされています（同法第10条第９項）。なお、公正取引委員会は、排除措

置命令の事前通知をしないこととした場合、その旨の通知（以下「排除措置命令を行わない旨の通知」といいま

す。）をするものとされております（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第９条から第16条までの規定

による認可の申請、報告及び届出等に関する規則（昭和28年公正取引委員会規則第１号）第９条）。

　当社は、本公開買付けによる対象者株式の取得に関して、平成23年10月７日に公正取引委員会に対して事前届出を行

い、同日受理されております。したがって、当該株式取得に関しては、原則として平成23年11月６日をもって、待機期間

は終了する予定です。また、当社は、公正取引委員会より同月14日付けの排除措置命令を行わない旨の通知を受領した

ため、措置期間は同月14日をもって終了いたしました。

 

（３）【許可等の日付け及び番号】

許可等の日付　　平成23年10月14日（措置期間の終了による）

許可等の番号　　公経企第256号

 

７【応募及び契約の解除の方法】

（１）【応募の方法】

①　公開買付代理人

野村證券株式会社　　東京都中央区日本橋一丁目９番１号

 

②　公開買付代理人の本店又は全国各支店において、所定の「公開買付応募申込書」に所要事項を記載のうえ、公開買付期

間末日の15時30分までに応募してください。応募の際には、ご印鑑、本人確認書類が必要になる場合があります。（注

１）

　野村ホームトレードを経由した応募の受付は行われません。

　なお、野村ネット＆コールにおける応募の受付は、野村ネット＆コールのウェブサイト（https://nc.nomura.co.jp/）

（以下「インターネットサービス」といいます。）にて公開買付期間末日の15時30分までに応募していただくか、又は

所定の「公開買付応募申込書」を野村ネット＆コール　カスタマーサポートまでご請求いただき、所要事項を記載のう

え野村ネット＆コール宛に送付してください。「公開買付応募申込書」は公開買付期間末日の15時30分までに野村ネッ

ト＆コールに到着することを条件とします。
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③　株式の応募の受付にあたっては、応募株主等が公開買付代理人に設定した応募株主等名義の口座（以下「応募株主等

口座」といいます。）に、応募する予定の株式が記録されている必要があります。そのため、応募する予定の株式が、公開

買付代理人以外の金融商品取引業者等に設定された口座に記録されている場合（対象者の特別口座の口座管理機関で

あるみずほ信託銀行株式会社に設定された特別口座に記録されている場合を含みます。）は、応募に先立ち、応募株主等

口座への振替手続を完了していただく必要があります。

 

④　新株予約権の応募に際しては、「公開買付応募申込書」とともに、本新株予約権には譲渡制限が付されておりますの

で、対象者の取締役会決議により必要な手続を行った上で、新株予約権者の請求により対象者によって発行される「譲

渡承認通知書」をご提出ください。また、新株予約権者であることの確認書類として、新株予約権者の請求により対象者

により発行される「新株予約権原簿記載事項を記載した書面」及び本公開買付けの成立を条件とする新株予約権原簿

の名義書換えの請求に必要な書類をご提出ください。なお、野村ネット＆コールを経由した応募の受付は行われません。

 

⑤　新株予約権付社債の応募に際しては、新株予約権付社債の包括大券が、欧州の証券決済機関であるユーロクリア・バン

ク・エス・エイ・エヌ・ブイ（Euroclear Bank S.A./N.V.）又はクリアストリーム・バンキング・ソシエテ・アノニ

ム（Clearstream Banking, societe anonyme）の共通保管機関に保管されている場合は、新株予約権付社債券の提出は

必要ありませんが、公開買付期間中に、ユーロクリア・バンク・エス・エイ・エヌ・ブイにおける公開買付代理人の顧

客口決済口座に、応募する新株予約権付社債を移管していただくことが必要となります。新株予約権付社債の応募に際

しては、当該公開買付代理人の顧客口決済口座への外国証券保管依頼書を、公開買付応募申込書とあわせて提出してい

ただきます。なお、かかる手続きを経た新株予約権付社債権者は、公開買付代理人における口座が開設された後、本公開

買付けが成立し、当該新株予約権付社債の決済が行われるまでの間、当該口座において新株予約権付社債を保有するこ

ととなります。

　なお、野村ネット＆コールを経由した応募の受付は行われません。

 

⑥　本公開買付けにおいては、公開買付代理人以外の金融商品取引業者を経由した応募の受付は行われません。

 

⑦　外国の居住者であり、公開買付代理人にお取引可能な口座をお持ちでない株主等（法人株主等を含みます。以下「外国

人株主等」といいます。）の場合、日本国内の常任代理人を通じて応募してください。なお、野村ネット＆コールにおい

ては、外国人株主等からの応募の受付は行いません。

 

⑧　居住者である個人株主の場合、公開買付けにより売却された株券等にかかる売却代金と取得費との差額は、原則として

株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税の適用対象となります。（注２）

 

⑨　応募の受付に際し、公開買付代理人より応募株主等に対して、公開買付応募申込の受付票を交付します。なお、野村ネッ

ト＆コールにおいてインターネットサービスを利用して応募した応募株主等に対する受付票の交付は、応募画面上の表

示となります。

 

⑩　応募株券等の全部の買付けが行われないこととなった場合、買付けの行われなかった株券等は応募株主等に返還され

ます。

 

（注１）　ご印鑑、本人確認書類について

公開買付代理人である野村證券株式会社に新規に口座を開設する場合、ご印鑑のほか、本人確認書類が必要に

なります。また、既に口座を有している場合であっても、本人確認書類が必要な場合があります。なお、本人確認

書類等の詳細につきましては、公開買付代理人にお尋ねください。

おもな本人確認書類

個人　　　　　＜発行から６ヶ月以内の原本＞

住民票の写し　住民票の記載事項証明書　外国人登録原票の記載事項証明書　外国人登録原票

の写し　印鑑登録証明書
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＜有効期限内の原本＞

健康保険証（各種）　運転免許証　住民基本台帳カード（氏名・住所・生年月日の記載があ

るもの）　福祉手帳（各種）　外国人登録証明書　旅券（パスポート）　国民年金手帳（平成

８年12月31日以前に交付されたもの）

※本人確認書類は、有効期限内のものである必要があります。

※本人確認書類は、以下の２点を確認できるものである必要があります。

①本人確認書類そのものの有効期限

②申込書に記載された住所・氏名・生年月日

※郵送でのお申込みの場合、いずれかの書類の原本かコピーをご用意ください。コピーの場合

は、あらためて原本の提示をお願いする場合があります。野村證券株式会社より本人確認書

類の記載住所に「取引に係る文書」を郵送し、ご本人様の確認をさせて頂きます。

法人　　　　　登記簿謄本　官公庁から発行された書類　等

※本人特定事項　　①名称　　②本店又は主たる事務所の所在地

法人自体の本人確認に加え、代表者もしくは代理人・取引担当者個人（契約締結の任に当たる

者）の本人確認が必要となります。

外国人株主　　外国人（居住者を除きます。）、外国に本店又は主たる事務所を有する法人の場合、日本国政府の

承認した外国政府又は権限ある国際機関の発行した書類その他これに類するもので、居住者の

本人確認書類に準じるもの。

野村ネット＆コールにおいて応募する場合で、新規に口座を開設する場合には、野村ネット＆コールのウェブ

サイト（https://nc.nomura.co.jp/）、又は野村ネット＆コール　カスタマーサポートまで口座開設キットを

ご請求いただき、お手続きください。口座開設には一定の期間を要しますので、必要な期間等をご確認いただ

き、早めにお手続きください。

（注２）　株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税について（個人株主の場合）

個人株主の方につきましては、株式等の譲渡所得等には原則として申告分離課税が適用されます。税務上の具

体的なご質問等は税理士等の専門家にご相談いただき、ご自身でご判断いただきますようお願い申し上げま

す。

 

（２）【契約の解除の方法】

　応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。契約の解除

をする場合は、公開買付期間末日の15時30分までに下記に指定する者の応募の受付を行った本店又は全国各支店に公

開買付応募申込の受付票を添付のうえ、公開買付けに係る契約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいま

す。）を交付又は送付してください。但し、送付の場合は、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに到達するこ

とを条件とします。なお、野村ネット＆コールにおいて応募された契約の解除は、野村ネット＆コールのウェブサイト

（https://nc.nomura.co.jp/）上の操作又は解除書面の送付により行ってください。野村ネット＆コールのウェブサ

イト上の操作による場合は当該ウェブサイトに記載される方法に従い、公開買付期間末日の15時30分までに解除手続

きを行ってください。解除書面の送付による場合は、予め解除書面を野村ネット＆コール　カスタマーサポートに請求

したうえで、野村ネット＆コール宛に送付してください（公開買付けに応募した際に公開買付代理人より受付票が交

付されていた場合は、当該受付票を解除書面に添付してください。）。野村ネット＆コールにおいても、解除書面が公

開買付期間末日の15時30分までに到着することを条件とします。

解除書面を受領する権限を有する者

野村證券株式会社　　東京都中央区日本橋一丁目９番１号

（その他の野村證券株式会社全国各支店）

 

（３）【株券等の返還方法】

　応募株主等が上記「(2）契約の解除の方法」に記載の方法により公開買付けに係る契約の解除を申し出た場合に

は、解除手続終了後速やかに、後記「10　決済の方法」の「(4）株券等の返還方法」に記載の方法により応募株券等を

返還します。
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（４）【株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

野村證券株式会社　　東京都中央区日本橋一丁目９番１号

 

８【買付け等に要する資金】

（１）【買付け等に要する資金等】

買付代金（円）(a) 64,895,480,000

金銭以外の対価の種類 ―

金銭以外の対価の総額 ―

買付手数料(b) 250,000,000

その他(c) 4,000,000

合計(a)＋(b)＋(c) 65,149,480,000

　（注１）　「買付代金（円）(a)」欄には、買付予定数（1,247,990株）に本公開買付けにおける普通株式の買付け等の価格

（52,000円）を乗じた金額を記載しております。

　（注２）　「買付手数料(b)」欄には、公開買付代理人に支払う手数料の見積額を記載しております。

　（注３）　「その他(c)」欄には、本公開買付けに関する公告及び公開買付説明書その他必要書類の印刷費その他諸費用につき、

その見積額を記載しております。

　（注４）　その他公開買付代理人に支払われる諸経費及び弁護士報酬等がありますが、その額は未定です。

　（注５）　上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

（２）【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】

①【届出日の前々日又は前日現在の預金】

種類 金額（千円）

普通預金 879

定期預金 8,130,000

計(a) 8,130,879

 

②【届出日前の借入金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ ― ― ― ―

計 ―

 

ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

計 ―
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③【届出日以後に借入れを予定している資金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ 銀行
株式会社三井住友銀行
（東京都千代田区丸の内
一丁目１番２号）

買付け等に要する資金に
充当するための借入れ
（注１）（注２）

59,000,000

計(b) 59,000,000

　（注１）　公開買付者は、上記金額の裏付けとして、株式会社三井住友銀行から59,000,000千円を限度として融資を行う用意が

ある旨の融資証明書（本書の添付書類）を平成23年10月25日付で取得しております。なお、当該融資にかかる契約

においては、貸付実行の前提条件として当該融資証明書記載のとおりのものが定められる予定です。

　（注２）　借入れの具体的な時期、方法、期間、利率等の詳細については、別途協議の上、融資にかかる契約において定めることと

されております。

 

ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

計(c) ―

 

④【その他資金調達方法】

内容 金額（千円）

― ―

計(d) ―

 

⑤【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等の合計】

67,130,879千円（(a)＋(b)＋(c)＋(d)）

 

（３）【買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等】

　該当事項はありません。

 

９【買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況】

　該当事項はありません。

 

１０【決済の方法】

（１）【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

野村證券株式会社　　東京都中央区日本橋一丁目９番１号

 

（２）【決済の開始日】

平成23年12月５日（月曜日）

　（注）　法第27条の10第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がされた意見表明

報告書が提出された場合、決済の開始日は平成23年12月16日（金曜日）となります。
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（３）【決済の方法】

　公開買付期間終了後遅滞なく、公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主等の場合は常任代理

人）の住所宛に郵送します。なお、野村ネット＆コールにおいて書面の電子交付等に承諾されている場合には、野村

ネット＆コールのウェブサイト（https://nc.nomura.co.jp/）にて電磁的方法により交付します。

　買付けは、金銭にて行います。応募株主等は公開買付けによる売却代金を、送金等の応募株主等が指示した方法によ

り受け取ることができます（送金手数料がかかる場合があります。）。

 

（４）【株券等の返還方法】

　後記「11　その他買付け等の条件及び方法」の「(1）法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容」及び

「(2）公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法」に記載の条件に基づき応募株券等の全

部を買付けないこととなった場合には、決済の開始日（公開買付けの撤回等を行った場合は撤回等を行った日）以後

速やかに、返還すべき株券等を返還します。

　株式については、応募が行われた直前の記録に戻すことにより返還します（株式を他の金融商品取引業者等に設定

した応募株主等の口座に振替える場合は、その旨指示してください。）。

　新株予約権については、新株予約権の応募に際して提出された書類（前記「７　応募及び契約の解除の方法」の

「(1）応募の方法」④に記載した書類）をそれぞれ応募株主等の指示により応募株主等への交付又は応募株主等の

住所への郵送により返還します。

　新株予約権付社債については、新株予約権付社債の応募に際して提出された書類（前記「７　応募及び契約の解除の

方法」の「(1）応募の方法」⑤に記載した書類）をそれぞれ応募株主等の指示により応募株主等への交付又は応募

株主等の住所への郵送により返還します。

 

１１【その他買付け等の条件及び方法】

（１）【法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容】

　応募株券等の総数が買付予定数の下限（625,243株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付けを行いません。

応募株券等の総数が買付予定数の下限（625,243株）以上の場合は、応募株券等の全部の買付けを行います。

 

（２）【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】

　令第14条第１項第１号イないしリ及びヲないしソ、第３号イないしチ、第４号、並びに同条第２項第３号ないし第６

号に定める事情のいずれかが生じた場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。撤回等を行おうとする場

合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間末日までに公告を行うことが困難で

ある場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。

 

（３）【買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法】

　法第27条の６第１項第１号の規定により、公開買付期間中に対象者が令第13条第１項に定める行為を行った場合に

は、府令第19条第１項の規定に定める基準に従い、買付け等の価格の引下げを行うことがあります。買付け等の価格の

引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間末日までに

公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。買付け

等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、引下げ後の買付け等の価格

により買付けを行います。

 

（４）【応募株主等の契約の解除権についての事項】

　応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。解除の方法

については、前記「７　応募及び契約の解除の方法」の「(2）契約の解除の方法」に記載の方法によるものとします。

なお、公開買付者は、応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は違約金の支払いを応募株主

等に請求することはありません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開買付者の負担とします。
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（５）【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】

　買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更の内容等につき電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載し

ます。但し、公開買付期間末日までに公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、

その後直ちに公告を行います。買付条件等の変更がなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等について

も、変更後の買付条件等により買付けを行います。

 

（６）【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】

　訂正届出書を関東財務局長に提出した場合は、直ちに、訂正届出書に記載した内容のうち、公開買付開始公告に記載

した内容に係るものを、府令第20条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説明書を訂正し、かつ、既

に公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては訂正した公開買付説明書を交付して訂正します。但し、訂正

の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び訂正後の内容を記載した書面を作成し、その書面を

応募株主等に交付する方法により訂正します。

 

（７）【公開買付けの結果の開示の方法】

　本公開買付けの結果については、公開買付期間末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の２に規定する方法によ

り公表します。

 

（８）【その他】

　本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内においてもしくは米国に向けて行われるものではなく、また、米国の郵便

その他の州際通商もしくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、インターネット通

信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行われるものではなく、更に米国内の証券取引所施設を通じて行

われるものでもありません。上記方法・手段により、もしくは上記施設を通じて、又は米国内から本公開買付けに応募

することはできません。また、公開買付届出書又は関連する買付書類は米国内においてもしくは米国に向けて、又は米

国内から、郵送その他の方法によって送付又は配布されるものではなく、かかる送付又は配布を行うことはできませ

ん。上記制限に直接又は間接に違反する本公開買付けへの応募はお受けしません。

　本公開買付けの応募に際し、応募株主等（外国人株主等の場合は常任代理人）は公開買付代理人に対し、以下の旨の

表明及び保証を行うことを求められることがあります。応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点

のいずれにおいても、米国に所在していないこと。本公開買付けに関するいかなる情報（その写しを含みます。）も、

直接間接を問わず、米国内においてもしくは米国に向けて、又は米国内から、これを受領したり送付したりしていない

こと。買付けもしくは公開買付応募申込書の署名交付に関して、直接間接を問わず、米国の郵便その他の州際通商もし

くは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、インターネット通信を含みますが、これら

に限りません。）又は米国内の証券取引所施設を使用していないこと。他の者の裁量権のない代理人又は受託者・受

任者として行動する者ではないこと（当該他の者が買付けに関する全ての指示を米国外から与えている場合を除き

ます。）。
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第２【公開買付者の状況】
 

１【会社の場合】

（１）【会社の概要】

①【会社の沿革】

 

②【会社の目的及び事業の内容】

 

③【資本金の額及び発行済株式の総数】

 

④【大株主】

  年　月　日現在

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式の数
（千株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
の数の割合（％）

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ― ― ―

 

⑤【役員の職歴及び所有株式の数】

    年　月　日現在

役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

計  

 

（２）【経理の状況】

①【貸借対照表】

 

②【損益計算書】

 

③【株主資本等変動計算書】
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（３）【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】

①【公開買付者が提出した書類】

イ【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第43期（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）　平成23年６月29日関東財務局長に提出

 

ロ【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第44期第１四半期（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）　平成23年８月８日関東財務局長に提

出

　なお、公開買付期間中である平成23年11月８日に、第44期第２四半期（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30

日）に係る四半期報告書を提出予定です。

 

ハ【訂正報告書】

　該当事項はありません。

 

②【上記書類を縦覧に供している場所】

株式会社平和

（東京都台東区東上野二丁目22番９号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

２【会社以外の団体の場合】

　該当事項はありません。

 

３【個人の場合】

　該当事項はありません。
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第３【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】
 

１【株券等の所有状況】

（１）【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】

   （平成23年10月27日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 ２（個） （個） （個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 ２ ― ―

所有株券等の合計数 ２ ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （　　　　） ― ―

　（注）　上記の所有する株券等の数には、小規模所有者が保有する株券等に係る議決権の数（合計２個）を含めています。

 

（２）【公開買付者による株券等の所有状況】

   （平成23年10月27日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 （個） （個） （個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 ― ― ―

所有株券等の合計数 ― ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （　　　　） ― ―
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（３）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）】

   （平成23年10月27日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 ２（個） （個） （個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 ２ ― ―

所有株券等の合計数 ２ ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （　　　　） ― ―

　（注）　上記の所有する株券等の数には、小規模所有者が保有する株券等に係る議決権の数（合計２個）を含めています。

 

（４）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）】

①【特別関係者】

 （平成23年10月27日現在）

氏名又は名称 中田　勝昌

住所又は所在地 東京都台東区東上野二丁目11番７号（株式会社オリンピア所在地）

職業又は事業の内容 株式会社オリンピア　取締役

連絡先
連絡者　株式会社平和
連絡場所　東京都台東区東上野二丁目22番９号
電話番号　03―3839―0077（代表）

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員
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②【所有株券等の数】

中田　勝昌

   （平成23年10月27日現在）

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に
該当する株券等の数

令第７条第１項第３号に
該当する株券等の数

株券 ２（個） （個） （個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 ２ ― ―

所有株券等の合計数 ２ ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （　　　　） ― ―

　（注）　特別関係者である中田勝昌氏は、小規模所有者に該当いたしますので、中田勝昌氏の「所有株券等の合計数」は、前記

「第１公開買付要領」の「５買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に

係る議決権の株（平成23年10月27日現在）（個）(g)」には記載しておりません。

 

２【株券等の取引状況】

（１）【届出日前60日間の取引状況】

　該当事項はありません。

 

３【当該株券等に関して締結されている重要な契約】

　該当事項はありません。

 

４【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】

　該当事項はありません。
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第４【公開買付者と対象者との取引等】
 

１【公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

２【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、平成23年10月26日開催の対象者取締役会において、本公開買付けについては、

(ⅰ)短期的な投資回収を目的としない事業会社が安定大株主となることで、長期的な視点での事業運営が可能となり、対象

者の経営安定に資すること、(ⅱ)資金調達の側面から、対象者によるゴルフ場の追加買収を通じた成長への支援が期待でき

ること、及び(ⅲ)対象者の経営方針及び事業計画の継続性が保てる見込みであること等に鑑みると、対象者の中長期的な企

業価値の向上に資すると判断し、賛同の意見を表明することが、審議及び決議に参加した取締役３名全員の一致により決議

されたとのことです（なお、対象者によれば、対象者の取締役は合計５名であるところ、そのうち、高松丈久氏及びヴィリリ

トニー氏については、それぞれ、高松丈久氏については、ＬＳＦ社と同じくローン・スター・ファンド傘下にある株式会社

ローン・スター・ジャパン・アクイジションズ、ヴィリリトニー氏については、同じくローン・スター・ファンド傘下にあ

るソラーレの役員を兼任していることから、利益相反のおそれを回避するため、上記の平成23年10月26日開催の対象者の取

締役会を含め、対象者の取締役会における本公開買付けに関する審議及び決議には参加しておらず、対象者の立場において

協議・交渉にも参加していないとのことです。）。一方、対象者は、同日開催の対象者取締役会において、(ⅰ)対象者の普通株

式については、(a)当社、ＬＳＦ社及び対象者から独立した第三者算定機関であり、かつ関連当事者に該当しないＳＭＢＣ日

興証券から取得した対象者の普通株式の株式価値の算定結果に照らせば、本公開買付けにおける対象者の普通株式に係る買

付け等の価格は、ＤＣＦ法に基づくレンジの下限価格である１株当たり80,786円を上回っていないことに加え、(b)本公開買

付けは対象者の普通株式の上場廃止を企図したものではなく、対象者においても上場を維持することを希望しており、また、

対象者の普通株式が東京証券取引所の定める上場廃止基準に抵触するおそれが生じた場合、公開買付者は、立会外分売や売

出し等の上場廃止の回避のための方策について対象者と誠実に協議し検討した上で、対象者の普通株式の上場が引き続き維

持されるよう最善の努力を行う意向であることを踏まえ、対象者の普通株式について本公開買付けに応募するか否かについ

ては、株主の皆様のご判断に委ねる旨を、また、(ⅱ)本新株予約権及び本新株予約権付社債についても、上記(b)と同様の理由

から、本新株予約権及び本新株予約権付社債について本公開買付けに応募するか否かについては、本新株予約権者及び本新

株予約権付社債権者の皆様のご判断に委ねる旨を、審議及び決議に参加した取締役３名全員の一致により決議したとのこと

です（なお、対象者によれば、上記の本公開買付けについて賛同の意見を表明する旨の決議と同様の理由により、高松丈久氏

及びヴィリリトニー氏については、かかる対象者取締役会における本公開買付けに関する審議及び決議には参加していない

とのことです。）。

　また、上記の平成23年10月26日開催の対象者取締役会には、対象者の全ての監査役３名（うち２名は社外監査役）が出席し

ており、いずれも上記の対象者の取締役会における決議事項（すなわち、本公開買付けについて、(ⅰ)賛同の意見を表明する

旨、並びに(ⅱ)対象者の普通株式、本新株予約権及び本新株予約権付社債について本公開買付けに応募するか否かは、それぞ

れ株主、本新株予約権者及び本新株予約権付社債権者の皆様のご判断に委ねる旨の決議。）について異議がない旨の意見を

述べているとのことです。
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第５【対象者の状況】
 

１【最近３年間の損益状況等】

（１）【損益の状況】

決算年月 ― ― ―

売上高 ― ― ―

売上原価 ― ― ―

販売費及び一般管理費 ― ― ―

営業外収益 ― ― ―

営業外費用 ― ― ―

当期純利益（当期純損失） ― ― ―

 

（２）【１株当たりの状況】

決算年月 ― ― ―

１株当たり当期純損益 ― ― ―

１株当たり配当額 ― ― ―

１株当たり純資産額 ― ― ―

 

２【株価の状況】
       （単位：円）

金融商品取引所名
又は認可金融商品
取引業協会名

東京証券取引所　市場第一部

月別 平成23年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

最高株価 45,950 45,800 43,250 44,250 44,000 40,500 40,950

最低株価 42,700 42,600 39,950 41,150 37,100 38,000 38,200

　（注）　平成23年10月については、10月26日までのものです。

 

３【株主の状況】

（１）【所有者別の状況】

       年　月　日現在

区分

株式の状況

単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― ― ― ― ― ― ― ― ―

所有株式数
（単元）

― ― ― ― ― ― ― ― ―

所有株式数の
割合（％）

― ― ― ― ― ― ― ― ―
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（２）【大株主及び役員の所有株式の数】

①【大株主】

  年　月　日現在

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式数
（株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ― ― ―

 

②【役員】

   年　月　日現在

氏名 役名 職名
所有株式数
（株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

計 ― ― ― ―

 

４【継続開示会社たる対象者に関する事項】

（１）【対象者が提出した書類】

①【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第６期（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）　平成22年３月26日関東財務局長に提出

　事業年度　第７期（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）　平成23年３月24日関東財務局長に提出

 

②【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第８期第２四半期（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）　平成23年８月11日関東財務局長に提出

　なお、対象者によれば、対象者は平成23年11月11日に、第８期第３四半期（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30

日）に係る四半期報告書を提出する予定とのことです。

 

③【臨時報告書】

　該当事項はありません。

 

④【訂正報告書】

　訂正報告書（上記①事業年度　第６期（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）有価証券報告書の訂正報告書）

を平成22年６月15日に関東財務局長に提出
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（２）【上記書類を縦覧に供している場所】

ＰＧＭホールディングス株式会社

（東京都港区高輪一丁目３番13号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

５【その他】

　該当事項はありません。
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